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表紙

（ 電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく
書面交付請求による交付書面に記載しない事項 ）

第23回定時株主総会資料

　

● 連結計算書類

「連結注記表」

● 計算書類

「個別注記表」
　

第23期（2022年１月１日から2022年12月31日まで）

ルーデン・ホールディングス株式会社

上記事項につきましては、法令及び当社定款第13条の規定

に基づき、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付

する書面には記載しておりません。なお、本株主総会にお

きましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆

様に電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載し

た書面を一律でお送りいたします。
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連結注記表

連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況

・連結子会社の数 ５社

・連結子会社の名称 株式会社ルーデン･ライフサービス

株式会社ルーデン･ビルマネジメント

株式会社ツーエム

株式会社Ｒ・Ｔ・Ｓリンケージ

株式会社Ｐ２Ｐ ＢＡＮＫ

②　非連結子会社の状況 該当事項はありません。

(2) 持分法の適用に関する事項　　　該当事項はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　すべての連結子会社の事業年度は、連結会計年度と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

　その他有価証券

・市場価格のない株式等 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

以外のもの　　　　　　　　却原価は移動平均法により算定）

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

ロ．棚卸資産

・商品 先入先出法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用し

ております。

・原材料 先入先出法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用し

ております。

・仕掛品 個別法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用してお

ります。

－ 1 －
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イ．有形固定資産

（リース資産を除く）

　当社及び連結子会社は主として建物（建物附属設備を

除く）及び2016年４月１日以後に取得した建物附属設備

並びに構築物については定額法、その他については定率

法を採用しております。

・貯蔵品 最終仕入原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しておりま

す。

・販売用不動産 個別法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用してお

ります。

・仕掛販売用不動産 個別法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用してお

ります。

　②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

　なお、耐用年数及び残存価額については法人税法に規

定する方法と同一の基準によっております。

　なお、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却

資産については、３年間均等償却によっております。

ロ．無形固定資産 定額法

（リース資産を除く） 　なお、耐用年数については法人税法に規定する方法と

同一の基準によっております。

　ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内に

おける見込利用可能期間（５年）による定額法によって

おります。

ハ．リース資産 　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が適用初年度開始前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

ニ．長期前払費用 定額法

　なお、償却期間については、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっております。

－ 2 －
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イ．退職給付に係る負債の計上

基準

　連結子会社２社は、従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付債務の見込額に基づ

き計上しております。

③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金 　当社及び連結子会社５社は、債権の貸倒による損失に

備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金 　連結子会社２社は、従業員の賞与支給に備えるため、

支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上してお

ります。

ハ．アフターコスト引当金 　連結子会社１社は、コーティング施工及びリフォーム

工事等の無償保証費用等のアフターコストの支出に備え

るため、過去の実績に基づく将来発生見込額を計上して

おります。

ニ．役員退職慰労引当金 　当社は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、社内

規定に基づく当連結会計年度末要支給額を計上しており

ます。

④　収益及び費用の計上基準

イ．ハウスケア事業 　顧客との契約に基づき、コーティング等の施工を行う

履行業務を負っております。当該履行業務は、顧客によ

る検収が完了した時点をもって収益を認識しておりま

す。

ロ．ビル総合管理事業 　顧客との契約に基づき、履行業務が充足するにつれて

一定期間にわたり収益を認識しております。

ハ．総合不動産事業 　顧客と不動産売買契約を締結しており、物件の引渡し

を履行業務として識別し、物件の引渡時点で収益を認識

しております。

⑤　その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

ロ．連結納税制度の適用 　連結納税制度を適用しております。

－ 3 －
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(5) 会計方針の変更に関する注記

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認

識会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービス

の支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額

で収益を認識することといたしました。これにより、従来は販売費及び一般管理費に計上

しておりました販売促進費等の一部については、売上高から減額しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経

過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用し

た場合の累積的影響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高か

ら新たな会計方針を適用しておりますが、当該期首残高に与える影響はありません。

この結果、当連結会計年度の連結貸借対照表は、売上値引引当金は232千円減少し、流動

負債のその他は232千円増加しております。当連結会計年度の連結損益計算書の売上高は

83,939千円減少し、販売費及び一般管理費が83,939千円減少し、売上総利益が83,939千円

減少しておりますが、営業損失、経常利益及び税金等調整前当期純損失に与える影響はあ

りません。

（時価の算定に関する会計基準の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価

算定会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19

項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44－２

項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将

来にわたって適用することといたしました。これによる連結計算書類に与える影響はあり

ません。

(6) 会計上の見積りに関する注記

・　貸倒引当金

①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額　361,585千円

②　重要な会計上の見積りに関するその他の情報

　売上債権等の内、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案

し回収不能見込額を貸倒引当金として計上しております。貸倒実績率及び個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。なお、債務者の財務状況が悪

化した場合、翌連結会計年度において認識する金額に重要な影響を及ぼす可能性があ

ります。

－ 4 －
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株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 13,008,600株 －株 －株 13,008,600株

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 200株 －株 －株 200株

区分
新株予約権

の 内 訳

新株予約権
の

目的となる

株式の種類

新株予約権の目的となる株式数

（株） 当連結会計

年度末残高

（千円）
当連結

会計年

度期首

当連結

会計年

度増加

当連結

会計年

度減少

当連結

会計年

度末

当社
2013年

新株予約権
普通株式 290,000 － － 290,000 17,110

当社
2014年

新株予約権
普通株式 237,000 － － 237,000 35,313

当社
2015年

新株予約権
普通株式 249,800 － － 249,800 49,960

当社
2016年

新株予約権
普通株式 479,700 － － 479,700 37,896

当社
2019年

新株予約権
普通株式 1,950,000 － 1,950,000 － －

合計 － 3,206,500 － 1,950,000 1,256,500 140,279

２．連結貸借対照表に関する注記

　減価償却累計額には、減損損失累計額を含めて表示しております。

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

(2) 自己株式の数に関する事項

(3) 剰余金の配当に関する事項

　該当事項はありません。

(4) 当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項

－ 5 －
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４．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

　当社グループは、事業計画等に照らして、必要な資金（主に第三者割当増資など）を

調達しております。一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的

な運転資金を関連当事者より調達しております。なお、デリバティブ取引は現在利用し

ておりません。

②　金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金並びに貸付金は、顧客及び貸付先の信用リスクに

晒されております。

　有価証券は、その他有価証券であり、発行体の信用リスクに晒されております。

　投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金、未払金並びに未払法人税等は、１年以内の支払

期日であります。

③　金融商品に係るリスク管理体制

 イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社連結子会社は、連結子会社各社における債権管理規程に従い、営業債権及び貸付

金について、各事業部門が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ご

とに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握

や軽減を図っております。

 ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社連結子会社は、営業債権債務について、現金決済を原則としているため、金利変

動リスクはありません。

　有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況を把握して

おります。

 ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社及び当社連結子会社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金計画を

作成・更新するとともに、手元流動性の維持などにより流動性リスクを管理しておりま

す。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的

に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込ん

でいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあり

ます。

－ 6 －
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連結貸借対
照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1)　有価証券

　その他有価証券 512 512 －

(2)　投資有価証券

　その他有価証券 742,966 742,966 －

資産計 743,478 743,478 －

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　当連結会計年度末における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりです。また、現金は注記を省略しており、預金、売掛金、支払手形及び買掛

金、未払金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略し

ております。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりま

せん。

－ 7 －
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報告セグメント

その他 合計

ハウスケ
ア事業

ビル総合
管理事業

総合不動
産事業

計

顧客との契約から生じる収益 501,810 1,694,497 33,661 2,229,970 40,000 2,269,970

(1) １株当たり純資産額 173円12銭

(2) １株当たり当期純損失 △1円08銭

５．賃貸等不動産に関する注記

　賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

６.収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ソフトウ

エア開発事業を含んでおります。

２．「顧客との契約から生じる収益以外の収益の額」については重要性がないことから、

顧客との契約から生じる収益と区分して表示しておりません。

(2) 収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は「（4）会計方針に関する事項④収益及び費用の

計上基準」に記載のとおりであります。

７．１株当たり情報に関する注記

－ 8 －
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８．重要な後発事象に関する注記

　資本金及び資本準備金の額の減少（減資）並びに剰余金の処分の件

2023年2月14日開催の取締役会において、2023年3月23日開催予定の第23回定時株主総会に、

「資本金及び資本準備金の額の減少（減資）並びに剰余金の処分の件」を付議することを決議

いたしました。

(1) 提案の理由

今後の資本政策の柔軟性及び機動性を確保することを目的として、会社法第447条第１項

の規定に基づき、資本金の額を減少し、その他資本剰余金へ振り替えるものであります。

(2) 資本金の額の減少の内容

①　減少する資本金の額

資本金の額金22億6287万8979円を金12億6287万8979円減少して金10億円とし、減少する

資本金の額の全額をその他資本剰余金に振り替えたいと存じます。

②　減資の方法

払戻を行わない無償減資とし、発行済株式総数の変更は行わず、資本金の額のみを減少

し、減少する資本金の額金12億6287万8979円をその他資本剰余金に振り替えるものであり

ます。

③　資本金の減少が効力を生ずる日

2023年５月１日（予定）

本件は純資産の部における科目間の振替処理であり当社の純資産額の変動はございませ

ん。

(3) 資本準備金の額の減少の内容

①　減少する資本準備金の額

2022年12月31日現在の資本準備金の額７億9523万1449円を７億9523万1449円減少して、

０円とし、減少する資本準備金の額の全額を、その他資本剰余金に振り替えたいと存じま

す。

②　資本準備金の額の減少が効力を生ずる日

2023年５月１日（予定）

本件は純資産の部における科目間の振替処理であり当社の純資産額の変動はございませ

ん。
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(4) 剰余金の処分の内容

会社法第452条の規定に基づき、資本金及び資本準備金の額の減少の効力発生を条件

に、資本金及び資本準備金の額の減少により生じるその他資本剰余金のうち20億5811万

0428円及び別途積立金110,000,000円を繰越利益剰余金に振り替え、欠損補填に充当いた

したいと存じます。これによって、当社の繰越利益剰余金の欠損が解消されることとなり

ます。

①　減少する剰余金の項目及びその額

その他資本剰余金　2,058,110,428円

別途積立金　　　　　110,000,000円

②　増加する剰余金の項目及びその額

繰越利益剰余金　　2,168,110,428円

(5) 債権者保護手続の日程

債権者保護手続公告日　2023年３月31日（予定）

債権者保護手続完了日　2023年４月30日（予定）

９．資産除去債務に関する注記

当社及び当社連結子会社５社は、賃貸借契約に基づき使用する事務所等において、退去時に

おける原状回復に係る債務を有しておりますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が

明確ではなく、また現在のところ、移転等も予定されていないことから、資産除去債務を合

理的に見積もることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上してお

りません。
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①　有形固定資産

（リース資産を除く）

　当社は主として建物（建物附属設備を除く）及び2016

年４月１日以後に取得した建物附属設備並びに構築物に

ついては定額法、その他については定率法を採用してお

ります。

個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　子会社株式 移動平均法による原価法

②　その他有価証券

・市場価格のない株式等 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

以外のもの　　　　　　　　　却原価は移動平均法により算定）

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

③　棚卸資産の評価基準及び評価方法

・販売用不動産 　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しており

ます。

(2) 固定資産の減価償却の方法

　なお、耐用年数及び残存価額については法人税法に規

定する方法と同一の基準によっております。

　なお、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却

資産については、３年間均等償却によっております。

②　無形固定資産 定額法

（リース資産を除く） 　なお、耐用年数については法人税法に規定する方法と

同一の基準によっております。

　ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）による定額法によっており

ます。

③　リース資産 　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が2009年２月28日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

－ 11 －
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(3) 引当金の計上基準

・　貸倒引当金 　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。

・　役員退職慰労引当金 　役員の退職慰労金の支出に備えるため、社内規定に基

づく当事業年度末要支給額を計上しております。

(4) 収益及び費用の計上基準

当社は、主としてグループ会社への経営指導料等の役務を提供しております。当該履行

業務は、一定期間にわたり充足されることから、サービスの提供期間にわたり収益を認識

しております。

(5) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

・　連結納税制度の適用 　連結納税制度を適用しております。

(6) 会計方針の変更に関する注記

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認

識会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支

配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収

益を認識することといたしました。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経

過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場

合の累積的影響額を、当事業年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな

会計方針を適用しておりますが、当該期首残高に与える影響はありません。

この結果、当事業年度の貸借対照表及び損益計算書に与える影響はありません。

（時価の算定に関する会計基準の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価

算定会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19

項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44－２

項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将

来にわたって適用することといたしました。これによる計算書類に与える影響はありませ

ん。

(7) 会計上の見積りに関する注記

・　貸倒引当金

①　当事業年度の計算書類に計上した金額　488,360千円

②　重要な会計上の見積りに関するその他の情報

　売上債権等の内、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案

し回収不能見込額を貸倒引当金として計上しております。貸倒実績率及び個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。なお、債務者の財務状況が悪

化した場合、翌事業年度において認識する金額に重要な影響を及ぼす可能性がありま

す。

－ 12 －
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短期金銭債権 142,766千円

長期金銭債権 457,483千円

短期金銭債務 286,006千円

①　営業取引による取引高 169,854千円

②　営業取引以外の取引 2,362千円

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 200株 －株 －株 200株

２．貸借対照表に関する注記

(1) 減価償却累計額には、減損損失累計額を含めて表示しております。

(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務は次のとおりであります。

３．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

４．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

－ 13 －
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繰延税金資産

 一括償却資産損金算入限度超過額 69

 未払事業税否認額 2,009

 貸倒引当金損金算入限度額 149,536

 棚卸資産評価損 18,010

 関係会社株式評価損 44,812

 投資有価証券評価損 3,062

 退職給付引当金 24,069

 繰越欠損金 207,099

 その他 30

 繰延税金資産小計 448,696

 評価性引当額 △448,696

繰延税金資産合計 －

繰延税金負債

 その他有価証券評価差額金 39,106

繰延税金負債合計 39,106

繰延税金資産の純額 △39,106

５．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(単位：千円)

－ 14 －



2023/02/24 15:37:28 / 23973328_ルーデン・ホールディングス株式会社_招集通知

個別注記表

種 類 会 社 等 の 名 称
議 決 権 等 の 所 有

（被所有）割合（％）

関 連 当 事 者

と の 関 係
取 引 の 内 容

取 引 金 額

( 千 円 )
科 目

期 末 残 高

( 千 円 )

子 会 社

株式会社ルーデン・ライ
フサービス

所有
直接  100

連結子会社
業務委託費

受託金の金利

90,000

479

未収入金

預り金

未払費用

119,400

32,000

1,299

株式会社ルーデン・ビル
マネジメント

所有
直接  100

連結子会社

業務委託費

借入金の金利

受託金の金利

60,000

382

1,499

未収入金

短期借入金

預り金

未払金

未払費用

20,000

25,500

100,000

551

1,882

株式会社Ｐ２Ｐ ＢＡＮＫ
所有

直接  54.5
連結子会社

－

－

預り金の計上

－

－

19,080

破産更生債権等

貸倒引当金

預り金

308,442

308,442

70,285

Ｒｕｄｅｎ Ｓｉｎｇａｐ
ｏｒｅ Ｐｔｅ．Ｌｔｄ．

所有
直接  100

非連結子会社
－

－

－

－

関係会社長期立替金

貸倒引当金

149,040

128,803

種 類 会社等の名称又は氏名
議 決 権 等 の 所 有

（被所有）割合（％）

関 連 当 事 者

と の 関 係
取 引 の 内 容

取 引 金 額

( 千 円 )
科 目

期 末 残 高

( 千 円 )

元 役 員 西岡　進
（被所有）
直接　1.97

被保証予約 条件付買戻契約 150,000 － －

６．関連当事者との取引に関する注記

(1) 子会社及び関連会社等

（注）１. 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が

含まれております。

２. 取引条件及び取引条件の決定方針等

市場価額等を勘案して一般的な取引条件と同様に決定しております。

(2) 役員及び個人主要株主等

（注）１. 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。

　　　２. 取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　　　形式的・名目的なフォレスト・フォールディング株式会社（解散会社）から購入した

土地150,000千円については、実質的には当社代表取締役西岡孝の近親者である西岡

進氏（被所有直接1.97％）との取引であるため、本人と条件付買戻契約を締結してお

ります。

　　　３. 西岡　進氏は2022年７月15日に逝去されました。当連結会計年度末現在相続手続き中

のため、故人の名義で記載しております。
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(1) １株当たり純資産額 164円57銭

(2) １株当たり当期純損失 1円03銭

７．収益認識に関する注記

・顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は、「重要な会計方針に係る事項に関する注記」に

記載している「（4）収益及び費用の計上基準」の内容と同一であります。

８．１株当たり情報に関する注記

９．重要な後発事象に関する注記

　資本金及び資本準備金の額の減少（減資）並びに剰余金の処分の件

2023年2月14日開催の取締役会において、2023年3月23日開催予定の第23回定時株主総会に、

「資本金及び資本準備金の額の減少（減資）並びに剰余金の処分の件」を付議することを決

議いたしました。

　なお、詳細につきましては「連結注記表８． 重要な後発事象に関する注記」に記載して

おります。

10．資産除去債務に関する注記

賃貸借契約に基づき使用する事務所等において、退去時における原状回復に係る債務を有し

ておりますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確ではなく、また現在のとこ

ろ、移転等も予定されていないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができませ

ん。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。
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